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日本リテールファンド投資法人の概 要

日本リテールファンド投資法人は、商業施設を中心とする不動産等に投

資をする会社型投資信託として、「都心型商業店舗ビル」「郊外型ショッ

ピングセンター」「 ロードサイド型店舗」等の多岐にわたるタイプの商業施

設より適切な物件を選定・投資し、運営・管理を実施していきます。

物件の選定・投資、運営・管理は、三菱商事・ユービーエス・リアルティ株

式会社に委託します。
Japan Retail Fund Investment Corporation

決 算 ハ イ ラ イ ト

第7期
平成17年8月期

営業収益

12,225百万円 15,730円4,973百万円 4,397百万円 4,396百万円

5,920百万円 15,095円2,572百万円 2,303百万円 2,302百万円

6,947百万円 16,918円2,870百万円 2,581百万円 2,580 百万円

8,692百万円 14,452円3,471百万円 3,175百万円 3,172百万円

9,513百万円 15,419円3,827百万円 3,385百万円 3,384百万円

営業利益 経常利益 当期純利益 投資口1口当たり
分配金

第3期
平成15年8月期

第4期
平成16年2月期

第5期
平成16年8月期

第6期
平成17年2月期



投資主の皆さまにおかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

さて、ここに当投資法人第七期の運用成果と資産内容につきましてご報告申し上げます。

第七期の経済環境を要約しますと、中国を始めとするアジア諸国の景気は減速しつつも拡大を続け、米国では原油高騰による航空

会社破綻やハリケーン被害で市場が混乱する一方、住宅価格の上昇に支えられた消費拡大が続きました。国内では、設備投資の

回復が顕著になりデフレ脱却の兆候が見え始めたため、日銀の量的緩和解除のタイミングが取り沙汰され始めると共に株価を押し

上げる要因となりました。また、地価上昇傾向が東京都心部全体に拡大し、大阪・名古屋など主要都市中心部で地価の上昇地点が

増加しました。

こうした環境下、私どもの運用物件につきましては優良テナントとの長期賃貸契約に支えられ、インカム型物件については概ね100％

の稼働率を維持することができました。また、グロース型物件につきましても、特に６月以降、博多リバレイン／イニミニマニモ、あびこ

ショッピングプラザなどで専門店売上高が堅調に推移しました。

新規物件の取得に関しましては、ジャスコシティ高槻、ジャスコ那覇店、チアーズ銀座など計8物件（匿名組合出資分を除く）を612億

90百万円で購入しました。これら新規物件の貢献もあって、当期純利益は前期を29.9％上回る43億96百万円を計上することができ

ました。この当期純利益を全額分配させて頂きますので、分配金につきましては9月5日時点の従来予想（15,101円）を4.2％上回る

15,730円とさせて頂きます。

資金調達に関しましては、本年8月下旬に投資法人としては初の総額1,000億円の投資口発行登録を行うと共に、9月初旬に発行

登録枠から約200億円を追加発行しました。大手機関投資家に絞った発行でしたが、内外機関投資家の皆さまからの強い需要に

支えられて、発行決議から条件決定まで僅か一日というわが国資本市場でも初めての画期的なエクィティ調達を成功させました。

引き続き発行登録された投資口と投資法人債という調達手段を機動的に活用しながら、調達

コストの削減と金利変動リスクの低減を図っていく所存です。

来る第八期につきましては、一口当たり予想分配金15,401円として既に公表しております。

第八期以降につきましても、運用を委託しております三菱商事・ユービーエス･リアルティ株式会社

共々、安定運用に万全を期すと共に堅実な成長を図っていく所存です。投資主の皆さまには、

引き続き変わらぬご支援を賜りますよう改めてお願い申し上げます。
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日本リテールファンド投資法人
執行役員

J a p a n  R e t a i l  F u n d  I n v e s t m e n t  C o r p o r a t i o n
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第 7 期 取 得 物 件 （取得日：平成17年6月10日）

所 在 地：愛知県名古屋市昭和区広路町字石坂2番1号

地 積：敷地全体12,454.37m2の内4,237.52m2 

延床面積：【全体面積】56,054.11m2

（附属建物5棟並びにサイクルショップ
建物の床面積を含む）

【共有部分】55,978.15m2のうち33.45％

【所有部分】75.96m2

階 数：地下1階付10階建

建築時期：平成5年9月17日他

主なテナント：ジャスコ

ジ ャ ス コ シ テ ィ 八 事 　 　 J U S C O  C i t y  Y a g o t o

所 在 地：東京都中央区銀座五丁目9番5号

地 積：318.01m2（公衆用道路66m2を含む）

階 数：地下1階付9階建

建築時期：平成17年2月22日

主なテナント：銀座正泰苑、Chanko Dining若

チ ア ー ズ 銀 座 　 　 C h e e r s  G i n z a

第 7 期 取 得 物 件 （取得日：平成17年8月11日）

Ⅰ. 投 資 法 人 の 概 要
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開発型物件の取得

所 在 地：大阪府大阪市鶴見区四丁目13-1 他
延床面積：約150,000m2

階　 数：店舗：地下1階付5階建　立体駐車場：地下1階付9階建
工事着工日：平成17年12月（予定）
工事竣工日：平成18年12月（予定）
主なテナント：ダイヤモンドシティ

（契約期間：開業後15年間）

（ 仮 称 ） ダ イ ヤ モ ン ド シ テ ィ 鶴 見 シ ョ ッ ピ ン グ セ ン タ ー開発型物件の優先買取交渉権の取得

●匿名組合活用によるリスクの限定（最大投資コミット額16億円）
●ダイヤモンドシティとの停止条件付定期建物賃貸借契約

●稀少性の高い優良物件に対する取得ソースの拡大
●都市型立地のインカム型資産の充実

取得の目的

リスクの低減手法

所 在 地：埼玉県さいたま市浦和区東高砂町
延床面積：全体108,173.72m2のうち取得予定資産56,306.80m2

階　 数：地下4階付10階建のうち信託財産である不動産部分は地下1階から
地上7階部分（一部地下2階部分を含む）

建築時期：平成19年9月（竣工予定）
主なテナント：パルコ（契約期間：開業後20年間）

●停止条件付売買契約
●20年間の定期建物賃貸借契約

●稀少性の高い優良物件（開発型物件）に対する取得ソースの拡大
●首都圏物件及びインカム型資産の充実

取得の目的

リスクの低減手法

（ 仮 称 ） 浦 和 P A R C O

今 後 の 取 得 予 定 物 件

ロ ッ ク シ テ ィ 大 垣

所 在 地：岐阜県大垣市三塚町宇中島233-1 他
地 積：63,205.58m2 

取得予定日：平成18年7月
【モール棟（EAST棟）】
延床面積：47,704.72m2 建築時期：平成17年7月
階 数：2階建 主なテナント：マックスバリュ
【別棟（WEST棟）】
延床面積：14,530.99m2 建築時期：平成17年7月
階 数：2階建 主なテナント：スポーツオーソリティ

●停止条件付売買契約

● J－REIT初の定期借地権を信託する受益権を取得し取得方法の多様化を図る
●大阪・名古屋及び同地域周辺都市部物件及びインカム型資産の充実

取得の目的

リスクの低減手法

J a p a n  R e t a i l  F u n d  I n v e s t m e n t  C o r p o r a t i o n

8



SS-6
イトーヨーカドー上福岡東店 

SS-7 
イトーヨーカドー錦町店 

US-2
代官山8953ビル 

UM-3 
原宿フェイス8953ビル 

UM-2 
南青山8953ビル 

UM-5 
北青山8953ビル 

SS-5 
イトーヨーカドー八柱店 

SS-2 
エスパ川崎 

SS-11 
イトーヨーカドー綱島店 

UM-4 
エスキス表参道 

UM-6 
自由が丘8953ビル 
　 

SS-13 
イオン大和 

ショッピングセンター 

US-3 
エスキス表参道 
アネックス US-4 

ビックカメラ立川店 

SS-14 
西友ひばりヶ丘店 

SS-12 
板橋サティ 

SS-3 
ジャスコ茅ヶ崎 

ショッピングセンター 

SM-2 
あびこショッピングプラザ 
 

UM-7 
チアーズ銀座 

U M - 1

博多リバレイン／
イニミニマニモ

S M - 1

ならファミリー

U S - 1

大阪心斎橋
8953ビル

S S - 1

仙台中山ショッピングセンター

S S - 4

イトーヨーカドー鳴海店

S S - 8

イオン東浦
ショッピングセンター

S S - 9

イオン香椎浜
ショッピングセンター

S S - 1 0

イオン札幌苗穂ショッピングセンター

郊外型

都市型

S S - 1 5

戸畑サティ

S M - 3

ワンダーシティ

ポ ー ト フ ォ リ オ の 概 要

S S - 1 6

ジャスコシティ高槻

（注）物件番号は、当投資法人が保有する物件をUM型（都市型複合商業施設）、SM型（郊外型複合商業施設）、US型（都市型単一商業施設）及びSS型（郊外型単一商業施設）の4つに分類しています。

Ⅰ. 投 資 法 人 の 概 要

S S - 1 8

ジャスコ那覇店

S S - 1 7

ジャスコシティ
八事

9



都
市
型
複
合
商
業
施
設

郊
外
型
単
一
商
業
施
設

郊
外
型
複
合
商
業
施
設

都
市
型
単
一
商
業
施
設

UM-1

博多リバレイン/イニミニマニモ

UM-2

南青山8953ビル

UM-3

原宿フェイス8953ビル

UM-4

エスキス表参道

UM-5

北青山8953ビル

UM-6

自由が丘8953ビル

SM-1

ならファミリー

SM-2

あびこショッピングプラザ

SM-3

ワンダーシティ

US-1

大阪心斎橋8953ビル

US-2

代官山8953ビル

US-3

エスキス表参道アネックス

US-4

ビックカメラ立川店

SS-1

仙台中山ショッピングセンター

SS-2

エスパ川崎

SS-3

ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター

SS-4

イトーヨーカドー鳴海店

SS-5

イトーヨーカドー八柱店

SS-6

イトーヨーカドー上福岡東店

SS-7

イトーヨーカドー錦町店

SS-8

イオン東浦ショッピングセンター

SS-9

イオン香椎浜ショッピングセンター

SS-10

イオン札幌苗穂ショッピングセンター

SS-11

イトーヨーカドー綱島店

SS-12

板橋サティ

SS-13

イオン大和ショッピングセンター

SS-14

西友ひばりヶ丘店

SS-15

戸畑サティ

SS-16

ジャスコシティ高槻

SS-17

ジャスコシティ八事

SS-18

ジャスコ那覇店

株式会社イトーヨーカ堂は、株式会社セブン－イレブン・ジャパン、株式会社デニーズジャパンと平成17年9月1日株式移転の方式により、3社の持株会社である株式会社セブン＆アイ・ホール
ディングスを設立いたしました。なお、イトーヨーカドー各店舗の名称は変更されておりませんが、看板写真については、セブン＆アイ・ホールディングスのロゴマークに順次変更しております。

UM-7

チアーズ銀座

J a p a n  R e t a i l  F u n d  I n v e s t m e n t  C o r p o r a t i o n
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1111

信託不動産（物件名称）
取得価格
（百万円）

総賃貸可能面積
（m2）

物件番号
テナント
数

所在地 取得年月

ポ ー ト フ ォ リ オ 全 体 に 係 る 事 項

UM-1 博多リバレイン／イニミニマニモ 福岡県福岡市 平成15年3月 12,618 76 25,742.72

UM-2 南青山8953ビル 東京都港区 平成15年3月 5,350 3 1,540.98 

UM-3 原宿フェイス8953ビル 東京都渋谷区 平成16年1月 2,770 5 1,477.62 

UM-4 エスキス表参道 東京都渋谷区 平成16年3月 16,100 12 3,782.55 

UM-5 北青山8953ビル 東京都港区 平成17年2月 989 2 492.69 

UM-6 自由が丘8953ビル 東京都目黒区 平成17年3月　 2,700 10 1,814.10 

UM-7 チアーズ銀座 東京都中央区 平成17年8月　 4,200 9 1,686.58 

計 44,728 117 36,537.24

SM-1 ならファミリー 奈良県奈良市 平成15年3月 31,241 131 85,341.84 

SM-2 あびこショッピングプラザ 千葉県我孫子市 平成15年3月 10,200 45 43,390.73 

SM-3 ワンダーシティ 愛知県名古屋市 平成17年3月 15,900 28 72,399.16

計 57,341 204 201,131.73

US-1 大阪心斎橋8953ビル 大阪府大阪市 平成14年3月 14,300 1 13,666.96 

US-2 代官山8953ビル 東京都渋谷区 平成15年12月 1,235 1 574.46 

US-3 エスキス表参道アネックス 東京都渋谷区 平成16年4月 860 2 540.78 

US-4 ビックカメラ立川店 東京都立川市 平成16年9月 11,920 2 20,983.43 

計 28,315 6 35,765.63

SS-1 仙台中山ショッピングセンター 宮城県仙台市 平成14年3月 10,200 2 46,248.96 

SS-2 エスパ川崎 神奈川県川崎市 10,091 1 56,891.15 

SS-3 ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター 神奈川県茅ヶ崎市 平成14年3月 8,300 1 63,652.33 

SS-4 イトーヨーカドー鳴海店 愛知県名古屋市 平成15年3月 8,540 1 50,437.91 

SS-5 イトーヨーカドー八柱店 千葉県松戸市 平成15年6月 1,616 1 21,581.65 

SS-6 イトーヨーカドー上福岡東店 埼玉県上福岡市 平成15年9月 6,900 1 28,316.18 

SS-7 イトーヨーカドー錦町店 埼玉県蕨市 平成15年11月 13,212 1 73,438.52 

SS-8 イオン東浦ショッピングセンター 愛知県知多郡 平成16年1月 6,700 1 100,457.69 

SS-9 イオン香椎浜ショッピングセンター 福岡県福岡市 平成16年1月 13,300 1 109,616.72 

SS-10 イオン札幌苗穂ショッピングセンター 北海道札幌市 平成16年3月 9,260 1 74,625.52 

SS-11 イトーヨーカドー綱島店 神奈川県横浜市 平成16年6月 5,000 1 16,549.50 

SS-12 板橋サティ 東京都板橋区 平成16年12月 12,400 1 72,253.88 

SS-13 イオン大和ショッピングセンター 神奈川県大和市 平成17年2月 16,823 1 85,226.68 

SS-14 西友ひばりヶ丘店 東京都西東京市 平成17年3月 6,100 1 19,070.88 

SS-15 戸畑サティ 福岡県北九州市 平成17年3月 6,290 1 93,258.23 

SS-16 ジャスコシティ高槻 大阪府高槻市 平成17年3月 11,700 1 77,267.23

SS-17 ジャスコシティ八事 愛知県名古屋市 平成17年6月 3,700 2 63,778.44

SS-18 ジャスコ那覇店 沖縄県那覇市 平成17年6月 10,700 1 79,090.48

計 160,833 20 1,131,761.95

ポートフォリオ合計 291,217 347 1,405,196.55

都
市
型
複
合
商
業
施
設

郊
外
型
複
合
商
業
施
設

都
市
型
単
一
商
業
施
設

郊
外
型
単
一
商
業
施
設

（注1）テナント数及び総賃貸可能面積は平成17年8月31日現在。
（注2）匿名組合出資持分を除く。
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主 要 テ ナ ン ト

テナント名 賃貸面積（㎡） シェア 年間賃料（百万円） シェア

イ オ ン 株 式 会 社

株式会社イトーヨーカ堂

イオンモール株式会社

イオン九州株式会社

株式会社マイカル九州

上 位 5 テナント合 計

テ ナ ント 全 体 合 計

稼 働 率 の 推 移

稼働率 

総賃貸可能面積 
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1,400,000fl�

1,600,000fl�

0％ 

95.00％ 

96.00％ 

97.00％ 

98.00％ 

99.00％ 

100.00％ 

3 4 5 6 7 8 9
平成14年 

10 11 12 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8
平成15年 平成16年 平成17年 

1 2 3 4 5 6 7 81

パ フ ォ ー マ ン ス レ ビ ュ ー

地 域 別 ポ ー ト フ ォ リ オ
（ 鑑定評 価 額に基づく取 得 済 み 3 2 物 件を 対 象 ）

（注）平成17年8月31日現在。

342,827.87

284,328.05

185,684.37

109,616.72

93,258.23

1,015,715.24

1,399,580.05

24.50％

20.32％

13.27％

7.83％

6.66％

72.58％

100.00％

3,832

3,782

1,819

955

630

11,018

22,843

16.78％

16.56％

7.97％

4.18％

2.76％

48.25％

100.00％

政令指定都市、その他 
6物件 
21.0％ 

東京及び 
東京周辺都市部 
19物件 
48.2％ 

大阪・名古屋及び 
同地域周辺都市部 

7物件 
30.8％ 

（注）各月末における当投資法人がその時点で保有していた物件の総賃貸可能面積の合計及び稼働率の推移です。
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28,832口 
（10.32％） 

11,520人 
（94.47％） 

合計12,195人 

259人 
（2.12％） 

193人 
（1.59％） 

個人その他 

223人 
（1.82％） 

171,108口 
（61.22％） 

合計279,502口 

21,769口 
（7.79％） 

57,793口 
（20.67％） 

所 有 者 別 投 資 口 数（ 口 ） 

金融機関（証券会社を含みます。） 

その他の法人 

外国法人・個人 

0

3,000

4,000

5,000

7,000

2,000

1,000

0

1,000,000

投資口価格（円） 出来高（口） 

14年8月末 14年3月12日 15年2月末 15年8月末 16年8月末 17年8月末 16年2月末 17年2月末 

800,000

600,000

400,000

200,000

6,000

平成14年3月12日（上場日）から平成17年9月30日までの東京証券取引所における当投資法人投資口の価格、出来高の推移は以下のとおりです。

投 資 口 の 状 況

日 本 リ テ ー ル フ ァ ン ド 投 資 法 人 : 投 資 口 価 格 の 動 き 　 平 成 1 7 年 9 月 3 0 日 終 値 現 在

所 有 者 別 投 資 主 数 　 平 成 1 7 年 8 月 3 1 日 現 在

（注）投資口価格データは終値ベースで表記しております。

投資口価格

出来高

高値　　　990,000円（平成17年7月8日）
安値　　　433,000円（平成14年3月13日）

平成17年9月追加発行価格：861,300円（平成17年9月14日）
平成17年3月追加発行価格：798,700円（平成17年3月8日）
平成16年3月追加発行価格：654,910円（平成16年3月2日）
平成15年3月追加発行価格：521,228円（平成15年3月4日）
上場時発行価格：470,000円（平成14年3月12日）

ø. 投 資 法 人 の 概 要
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運 用 会 社 の 概 要

コンプライアンス室 

投資検討委員会 

運用検討委員会 

コンプライアンス・リスク管理委員会 

監査役会 

監査役 

経営企画部 不動産投資部 営業推進部 不動産運用部 財務・経理部 総務部 

株主総会 

代表取締役社長 

取締役会 

内部監査室 

日本リテールファンド投資法人は、資産運用会社である三菱商事･ユービーエス･リアルティ株式会社と資産運用委託契約を締結し、その資産の運用に
係る業務を委託しています。
三菱商事･ユービーエス･リアルティ株式会社では、三菱商事の持つ各業界における膨大な取引先とのネットワーク、大型不動産開発事業で培ってきたわが
国不動産市場についてのノウハウ、最先端の金融ノウハウ、ベンチャーキャピタルファンドや企業買収ファンドなど多種多様なファンドを運営してきた実績・
経験を生かしつつ、ＵＢＳグループが持つ米国・英国・豪州での不動産投資顧問としての不動産運用実績・経験、わが国での証券投資信託の運営ノウハ
ウ・実績を加え、安心で魅力的な投資機会の提供を目指しています。

平成12年 11月 15日 エム･シー･アセットマネジメント株式会社設立
平成12年 12月 8日 三菱商事･ユービーエス･リアルティ株式会社へ社名変更
平成13年 1月 27日 宅地建物取引業者免許取得（免許証番号東京都知事∏第79372号）
平成13年 4月 5日 投資信託委託業者に係る業務認可（認可番号内閣総理大臣第6号）取得
平成14年 6月 5日 コンサルティング業務・委託代行業務に係る兼業の承認（承認番号金監第2161号）取得
平成17年 5月 17日 信託受益権販売業登録（登録番号関東財務局長（売信）第131号）

株 主 構 成

シンボルマークのデザインコンセプト
三菱商事・ユービーエス・リアルティ株式会社の企業ロゴは三菱商事の“Ｍ”とＵＢＳの“Ｕ”をシンボライズしています。3つのラインは建物をイメージしており、
赤は両社のコーポレイトカラーです。※アプリケーションパターンのグレー部分は“土地”のスペースを表しています。

沿 革

機 構

名　　称 住　　所 所有株式数（株） 所有株式数の比率（％）

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目6番3号 5,100 51

ユービーエス・エイ・ジー

スイス国チューリッヒ市 CH8098 バーンホフストラッセ45
（Bahnhofstrasse 45, CH8098, Zurich, Switzerland）

スイス国バーゼル市 CH4051エーションフォルシュタット1
（1, Aeschenvorstadt, CH4051, Basel, Switzerland）

4,900 49

J a p a n  R e t a i l  F u n d  I n v e s t m e n t  C o r p o r a t i o n
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資 産 運 用 の 概 況
1.営業成績及び財産の状況の推移

¿. 資 産 運 用 報 告 書

注 4 ．不動産等の取得時の固定資産税等相当額を取得原価に算入せず、当該計算期間に対応する金額を費用に計上した場合に想定される「 1 口当たり分配可能額」（概算）
及び「１口当たりFFO」（概算）を表しております。なお、当該数値は監査の対象ではありません。

注 1 ．営業収益等には、消費税等は含まれておりません。
注 2 ．記載した数値は、特に記載のない限りいずれも記載未満の桁数を切捨てにより表示しております。
注 3 ．記載した指標は以下の方法により算定しております。なお、（ ）内の数値は、第 3 期は会計計算期間を184日、第 4 期は会計計算期間182日、第 5 期は会計計算期

間184日、第 6 期は会計計算期間181日、第 7 期は会計計算期間184日により年換算した数値を記載しております。

平成15年 8 月期 平成16年 2 月期 平成16年 8 月期 平成17年 8 月期
期

決算年月
第 3 期 第 4 期 第 5 期 第 7 期

総資産経常利益率
自己資本利益率
賃貸NOI
ネット・プロフィット・マージン
デット・サービス・カバレッジ・レシオ
1 口当たりFFO
FFO倍率

経常利益／平均総資産額　　平均総資産額＝（期首総資産額＋期末総資産額）÷ 2
当期純利益／平均純資産額　　平均純資産額＝（期首純資産額＋期末純資産額）÷ 2
当期賃貸営業利益　　（賃貸事業収益－賃貸事業費用）＋当期減価償却費
当期純利益／営業収益
金利償却前当期純利益／支払利息
（当期純利益＋減価償却費＋その他不動産関連償却）／発行済投資口数
期末投資口価格／年換算後 1 口当たりFFO

営業収益
（うち賃貸事業収益）
営業費用
（うち賃貸事業費用）
営業利益
経常利益
当期純利益
純資産額
（対前期比）
総資産額
（対前期比）
出資総額
（対前期比）
発行済投資口数
1 口当たり純資産額
分配総額
1 口当たり分配金額
（うち 1 口当たり利益分配金）
（うち 1 口当たり利益超過分配金）
総資産経常利益率
自己資本利益率
自己資本比率
（対前期比増減）
配当性向
【その他参考情報】
賃貸NOI（Net Operating Income）
ネット・プロフィット・マージン
デット・サービス・カバレッジ・レシオ
1 口当たりFFO（Funds from Operation）
FFO（Funds from Operation）倍率
固定資産税等調整後 1 口当たり分配可能額
固定資産税等調整後１口当たりFFO

（a）
（b）

（c）

（d）
（b）／（d）
（e）

（e）／（d）

注 3
注 3

（b）／（c）

（e）／（a）

注 3
注 3
注 3
注 3
注 3
注 4
注 4

5,920
（5,920）
3,347
（2,885）
2,572
2,303
2,302
76,223

（+212.1）
126,377
（+180.8）
73,921

（+212.4）
152,502
499,820
2,302
15,095
（15,095）

（－）
2.7（5.3）
4.6（9.1）
60.3

（+6.0）
100.0

3,878
38.9
116.6
20,629
15.0

12,660
18,194

6,947
（6,947）
4,077
（3,464）
2,870
2,581
2,580
76,501
（+0.4）
169,891
（+34.4）
73,921
（0.0）

152,502
501,643
2,580
16,918
（16,918）

（－）
1.7（3.5）
3.4（6.8）
45.0

（△15.3）
100.0

4,564
37.1
35.5

24,007
14.2

14,112
21,201

8,692
（8,692）
5,220
（4,422）
3,471
3,175
3,172

119,361
（+56.0）
200,686
（+18.1）
116,188
（+57.2）
219,502
543,781
3,172
14,452
（14,452）

（－）
1.7（3.4）
3.2（6.4）
59.5

（+14.5）
100.0

5,767
36.5
33.9

21,273
18.7

13,521
20,342

平成17年 2 月期
第 6 期

9,513
（9,513）
5,686
（4,808）
3,827
3,385
3,384

119,573
（+0.2）
244,706
（+21.9）
116,188
（0.0）

219,502
544,748
3,384
15,419
（15,419）

（－）
1.5（3.1）
2.8（5.7）
48.9

（△10.6）
100.0

6,388
35.6
25.7

23,083
17.5

14,276
21,940

12,225
（12,225）
7,252
（6,080）
4,973
4,397
4,396

166,844
（+39.5）
312,349
（+27.6）
162,448
（+39.8）
279,502
596,935
4,396
15,730
（15,730）

（－）
1.6（3.1）
3.1（6.1）
53.4

（+4.5）
100.0

8,451
36.0
19.6

23,979
19.0

14,855
23,105

百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
百万円
％
百万円
％
百万円
％
口
円
百万円
円
円
円
％
％
％

％

百万円
％
倍
円
倍
円
円
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2.当期の資産の運用の経過
（1）投資法人の主な推移

当投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律に基づき、平成13年9月14日に設立され、翌平成14年3月12日にわが
国初めての商業施設不動産の運用に特化した投資法人として東京証券取引所に上場（銘柄コード8953）しました。上場直後
に商業施設4物件を取得、第3期中に6物件、第4期中に6物件、第5期中に4物件、第6期中に4物件を取得、その後新規8物件
を追加取得（匿名組合出資分は除く）し、第7期末（平成17年8月31日）時点で、合計32物件を運用しております。

（2）運用実績
当投資法人は、主として好立地の都心型商業店舗ビルや質の高いテナントとの長期賃貸借契約を伴う郊外型ショッピング

センター、ロードサイド型店舗等の全国に点在する多岐にわたるタイプの商業施設を投資対象としております。また、中長
期にわたり安定したキャッシュ・フローが期待できる「インカム型資産」、テナントの入替えや稼働率の引上げにより物件
価値やキャッシュ・フローの成長を積極的に目指す「グロース型資産」（注）に分類される投資対象資産により構成される最適
なポートフォリオの構築を基本戦略としています。さらに、地域別、物件タイプ別、賃貸期間別、テナント別の分散及びバ
ランスに留意しつつ、ポートフォリオ全体の安定的収益の確保と着実な外部成長を目指してきました。
当投資法人が保有するインカム型資産は、イトーヨーカ堂、イオン、近鉄百貨店、ビックカメラ等を中心とした優良テナ

ントとの長期賃貸契約に支えられ、かつ、物件稼働率はほぼ100％を維持しているため、賃料収入は極めて安定的に推移し
ております。また、都心の好立地に位置する物件と、郊外立地の優良テナントと長期賃貸契約を締結している物件の、2つ
の投資セグメントを軸にポートフォリオを構築するという投資戦略に則り、当期中にインカム型物件では、郊外型単一商業
施設の西友ひばりヶ丘店、戸畑サティ、ジャスコシティ高槻、ジャスコシティ八事、ジャスコ那覇店、都市型複合商業施設
の自由が丘8953ビル、チアーズ銀座の計7物件を取得しました。
一方、グロース型資産については、博多リバレイン/イニミニマニモ、あびこショッピングプラザ、ならファミリー、エス

キス表参道の他、当期中にワンダーシティを取得し計5物件を運用しています。グロース型資産では、商業施設が持つ潜在
価値の最大化を目指し、テナント入替や販促活動を実施した他、物件競争力を強化するため、あびこショッピングプラザの
大規模リニューアルに着工しました。
（注）今期から、前期まで投資スタイルの一分類として定めていたインカム／グロース型資産を、グロース型資産に併合しました。

（3）資金調達の概要
Aデットファイナンス
借入金等の有利子負債の調達（デットファイナンス）については、テナント敷金及び保証金（第7期末現在の残高約670億

円）の有効活用及び投資法人債の発行により、全体資金調達コストの抑制を図りながら健全な負債比率の維持と将来的な金
利上昇に対するリスクヘッジを行い、財務の安定性と機動性の確保を図りました。
当期末の借入金残高は、約400億円、その内訳は、短期借入金残高約258億円、長期借入金残高約142億円です。また、投

資法人債残高は350億円です。
Bエクイティファイナンス
当投資法人は、平成17年1月11日付で国内無担保投資法人債の発行にかかる包括決議を行っていますが、当投資法人債の

発行に加え、エクイティーによる機動的な資金調達を確保するため、平成17年8月26日付で発行登録書を提出し、総額1,000
億円の投資証券の発行枠を設定しました。

（4）業績及び分配の概要
上記のような運用の結果、当期の実績として総賃料収入に当たる営業収益12,225百万円、そこから固定資産税、水道光熱

費、資産運用報酬等の営業費用を控除した営業利益は4,973百万円となり、経常利益は4,397百万円、当期純利益は4,396百
万円を計上しました。
分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入される

ことを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、こ
の結果、投資口1口当たりの分配金は15,730円となりました。
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¿. 資 産 運 用 報 告 書

3.増資等の状況

注1．1口当たり発行価格500,000円にて当投資法人が設立されました。
注2．1口当たり発行価格470,000円（発行価額451,200円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行いたしました。
注3．1口当たり発行価格521,228円（発行価額502,080円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行いたしました。
注4．1口当たり発行価額502,080円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする第三者割当による新投資口を発行いたしました。
注5．1口当たり発行価格654,910円（発行価額630,852円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行いたしました。
注6．1口当たり発行価格798,700円（発行価額770,990円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする公募新投資口を発行いたしました。
注7．1口当たり発行価額770,990円にて、新規物件の取得資金の調達等を目的とする第三者割当による新投資口を発行いたしました。

年月日 摘　要
出資金総額（百万円）

増　減 残　高

平成13年 9 月14日

平成14年 3 月12日

平成15年 3 月 4 日

平成15年 3 月26日

平成16年 3 月 2 日

平成17年 3 月 8 日

平成17年 3 月29日

私募設立

公募増資

公募増資

第三者割当増資

公募増資

公募増資

第三者割当増資

200

23,462

47,697

2,561

42,267

43,175

3,083

200

23,662

71,360

73,921

116,188

159,364

162,448

発行済投資口数（口）

増　減 残　高

400

52,000

95,000

5,102

67,000

56,000

4,000

400

52,400

147,400

152,502

219,502

275,502

279,502

【投資証券の取引所価格の推移】

当期並びに前期以前の増資等の概要は以下のとおりです。

最高

最低

650,000円

518,000円

第 3 期
平成15年 8 月期

第 4 期
平成16年 2 月期

第 5 期
平成16年 8 月期

第 6 期
平成17年 2 月期

第 7 期
平成17年 8 月期

712,000円

595,000円

期
決算年月

805,000円

685,000円

881,000円

780,000円

990,000円

794,000円

備 考

注 1

注 2

注 3

注 4

注 5

注 6

注 7

投資証券が上場する東京証券取引所REIT市場における期別の最高・最低価格（取引値）は以下のとおりです。

4.分配金等の状況
当期の分配金につきましては、税制の特例（租税特別措置法第67条の15）の適用により、利益分配金の最大額が損金算入されることを企図して、

投資口 1 口当たりの分配金が 1 円未満となる端数部分を除く当期未処分利益の全額を分配することとし、この結果、投資口 1 口当たりの分配金を
15,730円といたしました。

第 3 期
平成15年 8 月期

第 4 期
平成16年 2 月期

第 5 期
平成16年 8 月期

第 6 期
平成17年 2 月期

期
決算年月

当期純利益総額

利益留保額

金銭の分配金総額

（ 1 口当たり分配金）

うち利益分配金総額

（ 1 口当たり利益分配金）

うち出資払戻総額

（ 1 口当たり出資払戻額）

2,302,051千円

54千円

2,302,017千円

（15,095円）

2,302,017千円

（15,095円）

－千円

（－円）

2,580,043千円

69千円

2,580,028千円

（16,918円）

2,580,028千円

（16,918円）

－千円

（－円）

3,172,252千円

78千円

3,172,242千円

（14,452円）

3,172,242千円

（14,452円）

－千円

（－円）

3,384,523千円

100千円

3,384,501千円

（15,419円）

3,384,501千円

（15,419円）

－千円

（－円）

4,396,509千円

43千円

4,396,566千円

（15,730円）

4,396,566千円

（15,730円）

－千円

（－円）

第 7 期
平成17年 8 月期
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（1）今後の運用方針
これまでどおり引き続き、規約で定めた基本方針に基づき、都心型商業施設、郊外型ショッピングセンター、ロードサイ

ド型店舗等の商業施設不動産のみを対象に投資を行う所存です。当期末の総資産額は、3,123億円と中期的目標である総資
産額4,000億円規模のポートフォリオに向けて着実に成長を続けています。今後とも、グロース型資産の組合せ、さらには
物件タイプ、地域、賃貸期間、テナントの分散などを進め、ポートフォリオ全体のリスク低減を図るように努めます。

（2）対処すべき課題
国土交通省が平成17年9月20日に発表した平成17年7月1日時点の基準地価によると、東京都の商業地が15年ぶりに上昇に

転じた他、大阪、名古屋でも上昇地点が広がり、大都市圏の下げ止まり感が広まりました。一方、首都圏にある駅前立地な
どの都心型商業施設に関しては、他の不動産投資信託や各種不動産私募ファンドなどの新規参入者が増え、物件獲得競争が
一層激しくなってきています。

当投資法人は、保有物件の水道光熱費の削減等による経費削減に取り組むとともに、特に「グロース型資産」については、
プロパティ・マネジメント会社との連携により、リニューアル、専門店の入替え等により物件競争力の強化及び維持、集客
力及び売上拡大につながる販売促進等の実施により、ポートフォリオ全体の収益の向上及びキャッシュ・フローの拡大を進
めていきます。

また、外部成長に向けての多様かつ機動的な資金調達及び健全な財務戦略の保持を目的とし投資証券の発行に係る発行登
録を行いました。これにより、総額800億円の無担保銀行借入枠、中長期に安定したデットファイナンスを目的とした公募
投資法人債、国内外の幅広い投資家を対象とした届出方式の新投資口発行、機動性をより高めた発行登録方式の新投資口発
行と、資金調達の目的及び金融市場の環境に応じ、最適な調達方法を選択することが可能となり、平成19年3月末日までの
総資産額4,000億円規模の外部成長目標の着実な達成及びその後の更なる成長に向け、多様かつ機動的な資金調達手段の確
保を目指してまいります。

5.今後の運用方針及び対処すべき課題

6.決算後に生じた重要な事実
本投資法人において、当期決算日（平成17年8月31日）以降に生じた重要な事項は以下のとおりです。

新投資口の発行
平成17年9月5日及び平成17年9月6日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発行を決議し、平成17年9月14日に払

込が完了いたしました。発行条件は以下のとおりとなっております。また、これらの新投資口の発行により、平成17年9月14
日付の出資総額は181,557,646,160円、発行済投資口の総数は302,502口となっております。

【公募による新投資証券の発行】
＜日本国内及び欧州を中心とする海外市場（ただし、米国においては米国証券法ルール144Ａに定める適格機関投資家への私
募のみとする）における募集＞
発 行 新 投 資 口 数：23,000口（国内11,600口、海外11,400口）
発行価格（募集価格）：１口当たり861,300円 払 　 込 　 期 　 日：平成17年9月14日
発 行 価 格 の 総 額：19,809,900,000円 投 資 証 券 交 付 日：平成17年9月14日
発行価額（引受価額）：１口当たり830,850円 分 配 金 起 算 日：平成17年9月1日
発 行 価 額 の 総 額：19,109,550,000円
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氏名又は名称 住　所 所 有
投資口数

発行済投資口に対する
所有投資口数の割合

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社信託口

日本マスタートラスト信託銀行株式会社信託口

三菱商事株式会社

資産管理サービス信託銀行株式会社証券投資信託口

株式会社中国銀行

日興シティ信託銀行株式会社投信口

ザバンクオブニューヨークトリーティージャスデックアカウント

エイアイジー・スター生命保険株式会社一般勘定

株式会社池田銀行

株式会社常陽銀行

ジブラルタ生命保険株式会社一般勘定その他口

株式会社北洋銀行

株式会社泉州銀行

株式会社広島銀行

株式会社関西アーバン銀行

メロンバンクエービーエヌアムログローバルカストディエヌブイ

株式会社山梨中央銀行

アメリカンライフインシュアランスカンパニージーエイーエル

株式会社八十二銀行

三菱信託銀行株式会社（注）

合　計

注．三菱信託銀行株式会社は平成17年10月1日より、UFJ信託銀行株式会社と合併し、三菱UFJ信託銀行株式会社となりました。

東京都中央区晴海1丁目8－11

東京都港区浜松町2丁目11－3

東京都千代田区丸の内2丁目6－3

東京都中央区晴海1丁目8－12晴海アイランド　トリトンスクエアオフィスタワーZ棟

岡山県岡山市丸の内壱丁目拾五番弐拾号

東京都品川区東品川2丁目3－14

AVENUE DES ARTS, 35 KUNSTLAAN, 1040 BRUSSELS, BELGIUM

東京都中央区晴海1丁目8－12

大阪府池田市城南2丁目1－11

茨城県水戸市南町2丁目5－5

東京都千代田区永田町2丁目13－10

北海道札幌市中央区大通西3丁目11番地

大阪府岸和田市宮本町26番15号

広島県広島市中区紙屋町1丁目3－8

大阪府大阪市中央区西心斎橋1丁目2－4

ONE BOSTON PLACE BOSTON, MA 02108

山梨県甲府市丸の内1丁目20－8

東京都千代田区丸の内1丁目1－3

長野県長野市大字中御所岡田178番地8

東京都千代田区丸の内1丁目4－5

口

26,453

15,263

13,975

10,137

9,871

7,016

6,810

6,021

6,011

5,230

4,886

4,364

4,027

3,293

3,215

3,211

3,093

2,751

2,657

2,532

140,816

％

9.46

5.46

5.00

3.63

3.53

2.51

2.44

2.15

2.15

1.87

1.75

1.56

1.44

1.18

1.15

1.15

1.11

0.98

0.95

0.91

50.38

平成17年 8 月31日現在の主要な投資主は以下のとおりです。2.主要な投資主

投 資 法 人 の 概 況

発行する投資口の総数

発行済投資口の総数

投資主数

第 3 期

2,000,000口

152,502口

11,648人

第 4 期

2,000,000口

152,502口

11,481人

第 5 期
平成15年 8 月31日現在 平成16年 2 月29日現在 平成16年 8 月31日現在

第 6 期
平成17年 2 月28日現在

2,000,000口

219,502口

13,117人

2,000,000口

219,502口

12,286人

第 7 期
平成17年 8 月31日現在

2,000,000口

279,502口

12,195人

1.出資の状況
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投 資 法 人 の 運 用 資 産 の 状 況
1.当投資法人の財産の構成

注．保有総額は、期末日時点の貸借対照表計上額（信託不動産については、減価償却後の帳簿価額）によっております。

資産の種類 地域等
対総資産比率保有総額 対総資産比率保有総額

％

50.5

25.0

18.7

94.2

―

5.8

100.0

百万円

123,651

61,211

45,747

230,610

―

14,096

244,706

％

44.1

29.8

20.2

94.1

0.3

5.6

100.0

百万円

137,683

93,176

62,976

293,836

849

17,664

312,349

東京及び東京周辺都市部

大阪・名古屋及び同地域周辺都市部

その他の政令都市及びその周辺部

小　計

匿名組合出資持分

預金・その他の資産

資産総額計

信託不動産

第 6 期
（平成17年 2 月28日現在）

第 7 期
（平成17年 8 月31日現在）

注．執行役員及び監督役員は、いずれも当投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有しておりません。
また、監督役員は、上記記載以外の他の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも当投資法人と利害関係はありません。

区　分 氏　名 主な兼職等

執行役員

監督役員

監督役員

廣本裕一

難波修一

佐藤真良

三菱商事・ユービーエス･リアルティ株式会社代表取締役社長

桃尾・松尾・難波法律事務所弁護士

東京共同会計事務所公認会計士

3.当期末における執行役員、監督役員の氏名等

4.当期末における資産の運用を行う投資信託委託業者、資産保管会社及び一般事務受託者の名称
委託区分 氏名又は名称

投資信託委託業者（資産運用会社）

資産保管会社

一般事務受託者（名義書換等）

三菱商事･ユービーエス・リアルティ株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社

三菱UFJ信託銀行株式会社
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注1．稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び「対総賃貸事業収入比率」は、小数点第二位を四捨五入しております。
注2．稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を四捨五入しております。
注3．「賃貸可能面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸可能面積を意味し、倉庫及び土地（平面駐車場）の賃貸可能面積を含まず、賃貸借契約

書及び当該物件の図面に表示されているものを記載しております。
注4．「賃貸面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸面積を意味し、倉庫及び土地（平面駐車場）の賃貸面積を含まず、賃貸借契約書に表示され

ているものを記載しております。
注5．上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱UFJ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資持分を保有しております。

物　件　名　称：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター
出　資　金　額：840百万円
営 　 業 　 者：有限会社コンパニア・フロール
工事着工予定日：平成17年12月
工事竣工予定日：平成18年12月

不動産等の名称

仙台中山ショッピングセンター（信託受益権）

エスパ川崎（信託受益権）

大阪心斎橋8953ビル（信託受益権）

ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター（信託受益権）

博多リバレイン／イニミニマニモ（信託受益権）

イトーヨーカドー鳴海店（信託受益権）

南青山8953ビル（信託受益権）

ならファミリー（信託受益権）

あびこショッピングプラザ（信託受益権）

イトーヨーカドー八柱店（信託受益権）

イトーヨーカドー上福岡東店（信託受益権）

イトーヨーカドー錦町店（信託受益権）

代官山8953ビル（信託受益権）

原宿フェイス8953ビル（信託受益権）

イオン東浦ショッピングセンター（信託受益権）

イオン香椎浜ショッピングセンター（信託受益権）

イオン札幌苗穂ショッピングセンター（信託受益権）

エスキス表参道（信託受益権）

エスキス表参道アネックス（信託受益権）

イトーヨーカドー綱島店（信託受益権）

ビックカメラ立川店（信託受益権）

板橋サティ（信託受益権）

北青山8953ビル（信託受益権）

イオン大和ショッピングセンター（信託受益権）

西友ひばりヶ丘店（信託受益権）

戸畑サティ（信託受益権）

ジャスコシティ高槻（信託受益権）

自由が丘8953ビル（信託受益権）

ワンダーシティ（信託受益権）

ジャスコシティ八事（信託受益権）

ジャスコ那覇店（信託受益権）

チアーズ銀座（信託受益権）

合　計（注2）

帳簿価額

百万円 件 fl fl ％ ％
9,912

9,742

13,931

8,026

12,887

8,333

5,384

31,808

10,191

1,636

6,871

13,180

1,273

2,786

6,700

13,526

9,072

16,154

894

5,156

12,343

12,730

1,012

17,228

6,094

6,417

11,821

2,725

16,581

4,000

11,159

4,247

293,836

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

2

1

1

1

1

33

46,248.96

56,891.15

13,666.96

63,652.33

25,742.72

50,437.91

1,540.98

85,341.84

43,390.73

21,581.65

28,316.18

73,438.52

574.46

1,477.62

100,457.69

109,616.72

74,625.52

3,782.55

540.78

16,549.50

20,983.43

72,253.88

492.69

85,226.68

19,070.88

93,258.23

77,267.23

1,814.10

72,399.16

63,778.44

79,090.48

1,686.58

1,405,196.55

42,584.48

56,891.15

13,666.96

63,652.33

24,954.07

50,437.91

1,540.98

85,144.08

42,920.38

21,581.65

28,316.18

73,438.52

574.46

1,477.62

100,457.69

109,616.72

74,625.52

3,466.18

540.78

16,549.50

20,983.43

72,253.88

492.69

85,226.68

19,070.88

93,258.23

77,267.23

1,635.21

72,399.16

63,778.44

79,090.48

1,686.58

1,399,580.05

92.1

100.0

100.0

100.0

96.9

100.0

100.0

99.8

98.9

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

91.6

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

90.1

100.0

100.0

100.0

100.0

99.6

4.4

2.9

3.3

2.2

9.1

2.7

1.4

18.3

5.4

0.6

2.3

3.6

0.3

0.8

3.1

3.9

3.1

3.2

0.3

1.5

3.2

5.1

0.3

4.4

2.3

2.5

2.9

0.6

4.5

0.6

1.1

0.1

100.0

組入れ物件数 賃貸可能面積
（注3）

賃貸面積
（注4）

稼働率
（注1）

対総賃貸事業収入比率
（注1） 主たる用途

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

商業施設

2.主要な保有資産
当投資法人が保有する主要な資産の概要は以下のとおりです。
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合　　計

注1．当期買付けた商業施設は、当該商業施設を信託財産とする不動産信託受益権として取得しております。
注2．期末算定価額は、投資法人規約に定める資産評価の方法及び基準並びに社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、当投資法人は不動産鑑定士による鑑定評価に

基づく評価額を記載しております。
注3．あびこショッピングプラザ、イトーヨーカドー八柱店及びイオン東浦ショッピングセンターは住居表示未実施のため、登記簿上に表示されているものをそのまま記

載しております。
注4．「賃貸可能面積」は、物件毎の店舗・事務所等を用途とする建物に係る総賃貸可能面積を意味し、倉庫及び土地（平面駐車場）の賃貸可能面積を含まず、賃貸借契約

書に表示されているものを記載しております。
注5．上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱UFJ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資持分を保有しております。

物　件　名　称：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター
出　資　金　額：840百万円 営 　 業 　 者：有限会社コンパニア・フロール
工事着工予定日：平成17年12月 工事竣工予定日：平成18年12月

不動産等の名称
所在地

（住居表示） 所有形態
賃貸可能面積
（注4）

期末算定価額
（注2） 帳簿価額

仙台中山ショッピングセンター

エスパ川崎

大阪心斎橋8953ビル

ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター

博多リバレイン／イニミニマニモ

イトーヨーカドー鳴海店

南青山8953ビル

ならファミリー

あびこショッピングプラザ（注3）

イトーヨーカドー八柱店（注3）

イトーヨーカドー上福岡東店

イトーヨーカドー錦町店

代官山8953ビル

原宿フェイス8953ビル

イオン東浦ショッピングセンター（注3）

イオン香椎浜ショッピングセンター

イオン札幌苗穂ショッピングセンター

エスキス表参道

エスキス表参道アネックス

イトーヨーカドー綱島店

ビックカメラ立川店

板橋サティ

北青山8953ビル

イオン大和ショッピングセンター

西友ひばりヶ丘店

戸畑サティ

ジャスコシティ高槻

自由が丘8953ビル

ワンダーシティ

ジャスコシティ八事

ジャスコ那覇店

チアーズ銀座

宮城県仙台市泉区南中山一丁目35番40号、57号、5号

神奈川県川崎市川崎区小田栄二丁目1番、2番

大阪府大阪市中央区南船場三丁目4番12号

神奈川県茅ヶ崎市茅ヶ崎三丁目5番16号

福岡県福岡市博多区下川端町3番1号

愛知県名古屋市緑区浦里三丁目232

東京都港区南青山五丁目8番5号

奈良県奈良市西大寺東町二丁目4番1号

千葉県我孫子市我孫子字北飯塚142番1他

千葉県松戸市日暮一丁目15番8他

埼玉県上福岡市大原二丁目1番30号

埼玉県蕨市錦町一丁目12番1号

東京都渋谷区恵比寿西一丁目35番17号

東京都渋谷区神宮前二丁目32番5号

愛知県知多郡東浦町大字緒川字東栄町62番1他

福岡県福岡市東区香椎浜三丁目12番1号他

北海道札幌市東区東苗穂二条三丁目1番1号

東京都渋谷区神宮前五丁目10番1号

東京都渋谷区神宮前五丁目1番17号

神奈川県横浜市港北区綱島西二丁目8

東京都立川市曙町二丁目12番2号

東京都板橋区徳丸二丁目6番1号

東京都港区北青山三丁目14番8 号

神奈川県大和市下鶴間一丁目2番6 号

東京都西東京市住吉町三丁目9番8号

福岡県北九州市戸畑区汐井町2番2号

大阪府高槻市萩之庄三丁目47番2号

東京都目黒区自由が丘二丁目9番17号他

愛知県名古屋市西区二方町40番

愛知県名古屋市昭和区広路町字石坂2番1号

沖縄県那覇市字金城五丁目10番2号

東京都中央区銀座五丁目9番5号

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

不動産信託受益権

46,248.96

56,891.15

13,666.96

63,652.33

25,742.72

50,437.91

1,540.98

85,341.84

43,390.73

21,581.65

28,316.18

73,438.52

574.46

1,477.62

100,457.69

109,616.72

74,625.52

3,782.55

540.78

16,549.50

20,983.43

72,253.88

492.69

85,226.68

19,070.88

93,258.23

77,267.23

1,814.10

72,399.16

63,778.44

79,090.48

1,686.58

1,405,196.55

11,000

11,200

14,000

8,190

13,300

8,300

5,330

32,400

12,300

1,970

7,530

14,600

1,300

2,850

7,230

12,900

9,270

16,900

936

5,360

12,400

13,100

1,030

18,700

6,890

6,450

12,300

2,787

16,200

3,840

11,400

4,200

306,163

9,912

9,742

13,931

8,026

12,887

8,333

5,384

31,808

10,191

1,636

6,871

13,180

1,273

2,786

6,700

13,526

9,072

16,154

894

5,156

12,343

12,730

1,012

17,228

6,094

6,417

11,821

2,725

16,581

4,000

11,159

4,247

293,836

fl 百万円 百万円

3.不動産等組入資産明細
平成17年 8 月31日現在、当投資法人が保有する商業施設（不動産を主な信託財産とする信託受益権）は以下のとおりです。
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対総賃貸事業
収入比率（注1）

4.6
3.7
4.4
2.9
12.0
3.5
1.8
23.7
7.6
0.8
2.7
4.7
0.4
1.0
3.9
5.0
4.0
3.8
0.3
1.9
3.4
3.4
0.1
0.4
－
－
－
－
－
－
－
－

100.0
注1．稼働率（当該計算期間末の賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合）及び対総賃貸事業収入比率は、小数点第二位を四捨五入しております。
注2．稼働率合計は、当該計算期間末の総賃貸可能面積に対して総賃貸面積が占める割合を表し、小数点第二位を四捨五入しております。
注3．「テナント数」は、当該物件の店舗・事務所等を用途とする建物に係る賃貸借契約数の合計数を記載しております。
注4．上記の他、次の不動産を信託する信託の受益権（受託者：三菱UFJ信託銀行）を運用資産とする匿名組合出資持分を保有しております。

物　件　名　称：（仮称）ダイヤモンドシティ鶴見ショッピングセンター
出　資　金　額：840百万円 営 　 業 　 者：有限会社コンパニア・フロール
工事着工予定日：平成17年12月 工事竣工予定日：平成18年12月

種　類区　分
契約額等（百万円）

うち１年超
時　価（百万円）

合　　　計

市場取引以外の取引
4,170
5,000
9,170

注 1 ．スワップ取引の残高表示は、想定元本に基づいて表示しております。
注 2 ．当該取引契約の相手方が市場実勢金利等をもとに算出した価額で評価しております。

不動産等の名称

仙台中山ショッピングセンター
エスパ川崎
大阪心斎橋8953ビル
ジャスコ茅ヶ崎ショッピングセンター
博多リバレイン／イニミニマニモ
イトーヨーカドー鳴海店
南青山8953ビル
ならファミリー
あびこショッピングプラザ
イトーヨーカドー八柱店
イトーヨーカドー上福岡東店
イトーヨーカドー錦町店
代官山8953ビル
原宿フェイス8953ビル
イオン東浦ショッピングセンター
イオン香椎浜ショッピングセンター
イオン札幌苗穂ショッピングセンター
エスキス表参道
エスキス表参道アネックス
イトーヨーカドー綱島店
ビックカメラ立川店
板橋サティ
北青山8953ビル
イオン大和ショッピングセンター
西友ひばりヶ丘店
戸畑サティ
ジャスコシティ高槻
自由が丘8953ビル
ワンダーシティ
ジャスコシティ八事
ジャスコ那覇店
チアーズ銀座
合　計（注2）

テナント総数
期末時点（注3）

稼働率
期末時点（注1）

賃貸事業収入
期間中

対総賃貸事業
収入比率（注1）

第 6 期（平成16年 9 月 1 日～平成17年 2 月28日） 第 7 期（平成17年 3 月 1 日～平成17年 8 月31日）

テナント総数
期末時点（注3）

稼働率
期末時点（注1）

賃貸事業収入
期間中

3
1
1
1
79
1
3

131
48
1
1
1
1
5
1
1
1
16
2
1
2
1
2
1
－
－
－
－
－
－
－
－
305

100.0
100.0
100.0
100.0
99.1
100.0
100.0
99.6
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
－
－
－
－
－
－
－
－
99.9

442
351
418
274
1,137
330
169
2,253
725
78
256
443
38
92
375
477
382
359
27
180
325
328
5
37
－
－
－
－
－
－
－
－

9,513

4.4
2.9
3.3
2.2
9.1
2.7
1.4
18.3
5.4
0.6
2.3
3.6
0.3
0.8
3.1
3.9
3.1
3.2
0.3
1.5
3.2
5.1
0.3
4.4
2.3
2.5
2.9
0.6
4.5
0.6
1.1
0.1

100.0

2
1
1
1
76
1
3

131
45
1
1
1
1
5
1
1
1
12
2
1
2
1
2
1
1
1
1
10
28
2
1
9

347

92.1
100.0
100.0
100.0
96.9
100.0
100.0
99.8
98.9
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
91.6
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
100.0
90.1
100.0
100.0
100.0
100.0
99.6

544
351
405
274
1,110
330
169
2,242
665
78
280
444
37
92
375
477
382
388
33
180
386
621
33
540
276
303
358
70
546
74
135
11

12,225

件 ％ 百万円 ％ 件 ％ 百万円 ％

当投資法人が投資する商業施設ごとの賃貸事業の推移は以下のとおりです。

5.特定取引の契約額等及び時価の状況表

4.有価証券組入資産明細

平成17年 8 月31日現在、当投資法人における特定取引の契約額及び時価の状況は以下のとおりです。

△30
△95
△125

4,170
5,000
9,170

金利スワップ取引
受取変動・支払固定
受取変動・支払固定

銘　柄 資産の種類 備　考
有限会社コンパニア・フロールを営業
者とする匿名組合出資持分

匿名組合出資持分 －－849,220849,220

評価損益（千円）評価額（千円）帳簿価額（千円）
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目　的

リニューアル関連工事

エスカレーター安全対策工事

防犯カメラ設置工事

自動ドア新設工事

非常階段全塗装

外部サイン及びライトアップ設置工事

飲食バナーサイン設置工事

エスカレーター速度検出装置設置

消防設備不具合箇所修繕

機械警備導入工事

予定期間

平成17年8月～平成17年11月

平成17年10月

平成17年9月

平成17年10月

平成17年10月

平成17年10月～平成17年11月

平成17年9月

平成17年9月

平成17年9月

平成17年9月

所在地

千葉県我孫子市

千葉県我孫子市

千葉県我孫子市

千葉県我孫子市

東京都板橋区

福岡県福岡市

福岡県福岡市

東京都立川市

奈良県奈良市

大阪府大阪市

不動産等の名称

あびこショッピング
プラザ
あびこショッピング
プラザ
あびこショッピング
プラザ
あびこショッピング
プラザ

板橋サティ

博多リバレイン/
イニミニマニモ
博多リバレイン/
イニミニマニモ

ビックカメラ立川店

ならファミリー

大阪心斎橋8953ビル

工事予定金額（百万円）

総　額 当期支払額 既支払総額

832

10

5

5

28

15

3

12

3

3

91

－

－

－

－

－

－

－

－

－

98

－

－

－

－

－

－

－

－

－

目　的

テナント関連工事

テナント関連工事

テナント関連工事

雨水処理施設改修工事

工業用水ろ過工事

－

－

期　間

平成17年8月

平成17年5月

平成17年7月～平成17年8月

平成17年5月～平成17年7月

平成17年4月～平成17年6月

－

－

所在地

福岡県福岡市

福岡県福岡市

奈良県奈良市

埼玉県上福岡市

福岡県北九州市

－

－

不動産等の名称

博多リバレイン／イニミニマニモ

博多リバレイン／イニミニマニモ

ならファミリー

イトーヨーカドー上福岡店

戸畑サティ

その他

合　計

工事金額（百万円）

41

10

38

67

18

153

327

保 有 不 動 産 の 資 本 的 支 出
1.資本的支出の予定について
既存投資物件に関し、現在計画されている改修工事等に伴う資本的支出の予定額のうち主要なものは以下のとおりです。なお、下記工事予定金

額には、会計上の費用に区分経理される部分が含まれています。

2.期中に行った資本的支出について
取得した不動産等において、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事の概要は以下のとおりです。当期の資本的支出は327百万円であり、

費用に区分された修繕費121百万円と合わせ、合計448百万円の工事を実施しております。
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3.計算期間末毎に積み立てた金銭（修繕積立金）
当投資法人は、物件ごとに策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローの中から、中長期的な将来の大規模修繕等の資金支

払に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積み立てております。

（単位：千円）

（単位：百万円）

注．当投資法人は、信託受益権の売買に伴い従前の所有者が信託財産内において積み立てた積立金を承継しており、当該承継額を当期積立額に含めて記載しております。

営業期間

前期末積立金残高

当期積立額

当期積立金取崩額

次期繰越額

第 3 期

自平成15年 3 月 1 日（至平成15年 8 月31日）
第 5 期

自平成16年 3 月 1 日（至平成16年 8 月31日）
126

2

－

129

131

24

－

155

155

25

0

180

第 6 期

自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）
180

40

0

220

第 7 期

自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

注．資産運用報酬には、上記金額の他、個々の投資不動産の取得価格に算入した物件取得に係る運用報酬分が、第 6 期は337,056千円、第 7 期は456,720千円あります。

項　目

（a）資産運用報酬

（b）資産保管報酬

（c）一般事務委託報酬

（d）役員報酬

（e）その他費用

合　計

680,067

37,868

83,429

1,800

74,936

878,101

910,704

44,988

105,010

3,347

105,933

1,169,985

第 6 期
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

第 7 期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

第 4 期

自平成15年 9 月 1 日（至平成16年 2 月29日）
129

2

－

131

費 用 ・ 負 債 の 状 況
1.運用等に係る費用の明細



無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証

無担保無保証
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2.借入状況
当期末における金融機関ごとの借入金の状況は以下のとおりです。

注1．平均利率は、期中加重平均利率を小数点第2位で四捨五入して表示しております。なお、金利スワップ取引についてはヘッジ対象の借入金の平均利率にその効果を勘
案して記載しております。

注2．資金使途は、不動産信託受益権の購入資金及び借入金の借換資金です。

区　分
借入先

借入日
前期末
残　高

当期末
残　高

平均利率
（注1）

返　済
期　限

返　済
方　法

使　途 摘　要

短
期
借
入
金

長
期
借
入
金

株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社UFJ銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社UFJ銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社UFJ銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社UFJ銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社UFJ銀行
住友信託銀行株式会社
株式会社あおぞら銀行
小　計
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
株式会社東京三菱銀行
三菱UFJ信託銀行株式会社
中央三井信託銀行株式会社
日本生命保険相互会社
小　計

合　計

平成16年9月30日

平成17年2月17日

平成17年3月25日

平成17年6月10日

平成17年6月29日

平成17年8月11日

平成14年3月13日

平成16年3月31日

平成16年3月31日

平成17年9月30日

平成17年3月11日

平成18年3月25日

平成18年6月10日

平成18年8月31日

平成18年8月11日

平成19年3月13日

平成21年3月13日

平成21年3月13日

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

期限一括

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

（注2）

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

0.5

1.1

1.5

1.3

百万円
1,190
1,071
1,071
595
595
238
4,125
3,712
3,712
2,062
2,062
825
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

21,260
2,084
1,043
1,043
2,500
1,250
1,250
5,000
14,170
35,430

百万円
1,190
1,071
1,071
595
595
238
－
－
－
－
－
－

1,450
1,305
1,305
725
725
290
500
450
450
250
250
100
2,600
2,325
2,325
1,300
450
1,075
967
967
537
537
215

25,860
2,084
1,043
1,043
2,500
1,250
1,250
5,000
14,170
40,030

％

3.投資法人債の状況

担　　　保

無担保無保証

無担保無保証

使　　　途

（注）

（注）

償還期限

平成22年2月9日

平成27年2月9日

利　　　率

％

0.74

1.73

当期末残高

百万円

20,000

15,000

35,000

前期末残高

百万円

20,000

15,000

35,000

発行年月日銘　柄

平成17年2月9日

平成17年2月9日

第1回無担保投資法人債

第2回無担保投資法人債

合　計

（注）資金使途は、借入金の借換資金及び運転資金です。



27

期 中 の 売 買 状 況
1.不動産等及び資産対応証券等の売買及び売買総額並びに取引の状況

2.その他の資産の売買及び売買総額並びに取引の状況
上記不動産等及び資産対応証券等以外の主なその他の資産は、概ね銀行預金又は信託財産内の銀行預金であります。

不動産等の名称資産の種類

不動産

匿名組合
出資金

西友ひばりヶ丘
戸畑サティ
ジャスコシティ高槻
自由が丘8953ビルNEXT館
自由が丘8953ビルコリーヌ館
ワンダーシティ
エスキス表参道
ジャスコシティ八事
博多リバレイン／イニミニマニモ
ジャスコ那覇店
チアーズ銀座
有限会社コンパニア・フロールを
営業者とする匿名組合
合　計

取　得

平成17年3月9日
平成17年3月9日
平成17年3月25日
平成17年3月28日
平成17年3月28日
平成17年3月31日
平成17年5月27日
平成17年6月10日
平成17年6月14日
平成17年6月29日
平成17年8月11日

平成17年3月28日

取得年月日

譲　渡

売却損益

百万円
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

帳簿価額

百万円
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

譲渡価額

百万円
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

譲渡年月日

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－

－

－

取得価額（注）

百万円
6,100
6,290
11,700
2,100
600

15,900
1,600
3,700
18

10,700
4,200

840

63,748
注．取得価額は、当該不動産等の取得に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買価額）を記載しています。

（1）不動産等

注1．上記の特定資産の価格等の調査は、資産の取得時に、中央青山監査法人が日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第23号「投資信託及び投資法人における特定資
産の価格等の調査」に基づき行っています。また上記の調査価格の他、不動産の所在、番地その他当該不動産を特定するために必要な事項について調査報告書を受
領しております。

注2．「取得価額」は、当該不動産等の取得に要した諸費用（売買媒介手数料、公租公課等）を含まない金額（売買契約書等に記載された売買価額）を記載しています。

物件名

西友ひばりヶ丘
戸畑サティ
ジャスコシティ高槻
自由が丘8953ビルNEXT館
自由が丘8953ビルコリーヌ館
ワンダーシティ
エスキス表参道
ジャスコシティ八事
博多リバレイン／イニミニマニモ
ジャスコ那覇店
チアーズ銀座
合　計

平成17年3月9日
平成17年3月9日
平成17年3月25日
平成17年3月28日
平成17年3月28日
平成17年3月31日
平成17年5月27日
平成17年6月10日
平成17年6月14日
平成17年6月29日
平成17年8月11日

取得年月日 取得価額（注2）
百万円

6,100
6,290
11,700
2,100
600

15,900
1,600
3,700
18

10,700
4,200
62,908

特定資産の調査価格（注1）
百万円

6,100
6,390
11,700
2,200
600

16,100
983
3,830
48

10,900
4,200
63,051

3.特定資産の価格等の調査

¿. 資 産 運 用 報 告 書

（2）匿名組合出資持分
匿名組合出資持分の名称

有限会社コンパニア・フロール
を営業者とする匿名組合

出資又は譲渡

出　資 平成17年3月28日

取引年月日 取得価額（注2）
百万円

840

特定資産の調査価格（注1）
百万円

840



J a p a n  R e t a i l  F u n d  I n v e s t m e n t  C o r p o r a t i o n

28

区　分

不動産売買委託手数料
不動産賃貸仲介手数料
プロパティ･マネジメント報酬

支払手数料
総額A

千円
432,060
22,419
463,265

利害関係人等との取引の内訳

支払先

三菱商事株式会社
株式会社ダイヤモンドシティ
株式会社ダイヤモンドシティ

支払額 B

千円
55,500
9,270

266,994

B／A

％
12.8
41.4
57.6

区　分

総　　額

売買金額等

買付額等

百万円
62,908

うち利害関係人等からの買付額
15,900

売付額等

百万円
－

うち利害関係人等からの売付額
－

4.利害関係人等との取引状況等
（1）取引状況

（2）利害関係人等への支払手数料等の金額

5.資産運用会社が証券業、宅地建物取引業及び不動産特定共同事業を兼業している場合の
当該資産運用会社と投資法人の財産との取引の状況

資産運用会社（三菱商事･ユービーエス･リアルティ株式会社）は、いずれの業務も兼業しておらず該当する取引はありません。

経 理 の 状 況
1.資産、負債、元本（出資）及び損益の状況等

¡.貸借対照表及び¬.損益計算書をご参照下さい。

2.減価償却額の算定方法の変更
該当事項はありません。

3.評価方法の変更
該当事項はありません。

そ の 他
本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切捨て、比率は四捨五入により記載しております。

注1．利害関係人等とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令第20条に定める当投資法人と資産運用委託契約を締結している投資信託委託業者の利害関係人等をい
い、当期に支払手数料の支払実績のある株式会社ダイヤモンドシティについて記載しております。尚、当該支払額Bには、株式会社ダイヤモンドシティの子会社であ
る株式会社ダイヤモンドファミリー宛支払額（不動産賃貸仲介手数料：9,270千円、プロパティ・マネジメント報酬：239,074千円）が含まれております。

注2．不動産等の取得にあたり支払った不動産売買委託手数料は、当該不動産等の取得原価に算入しております。
注3．上記の支払手数料等以外に、当期中に利害関係人等へ発注した工事監理手数料等の支払額は以下のとおりです。

三菱商事株式会社 10,000千円
株式会社ダイヤモンドシティ 456千円
株式会社ダイヤモンドファミリー 2,738千円（ ）

上記表中の利害関係人等の内訳は株式会社アイテックスとなっております。
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¡. 貸 借 対 照 表

貸 借 対 照 表

資産の部

ø流動資産

現金及び預金

信託現金及び信託預金

営業未収入金

未収消費税等

その他の流動資産

流動資産合計

¿固定資産

1．有形固定資産

信託建物

減価償却累計額

信託構築物

減価償却累計額

信託機械及び装置

減価償却累計額

信託工具器具備品

減価償却累計額

信託土地

有形固定資産合計

2．無形固定資産

信託借地権

信託その他無形固定資産

無形固定資産合計

3．投資その他の資産

信託差入敷金保証金

投資有価証券

長期前払費用

繰延ヘッジ損失

その他の投資その他の資産

投資その他の資産合計

固定資産合計

¡繰延資産

創業費

投資法人債発行費

繰延資産合計

当　期
（平成17年 8 月31日現在）

金　額（千円） 構成比（％）

資産合計

科　目

期　別 前　期（ご参考）
（平成17年 2 月28日現在）

金　額（千円） 構成比（％）

244,706,798 100.0

4.3

92.7

1.6

1.3

95.6

0.1

89,560,007

5,100,444

4,556,391

383,131

408,691

25,017

1,025,266

149,215

3,474,364

5,888,570

476,798

444,015

326,029

10,609,778

84,459,562

4,173,259

383,674

876,051

136,865,206

226,757,753

3,691,999

161,005

3,853,005

2,809,907

－

147,572

113,492

225,316

3,296,290

233,907,049

41,772

148,199

189,971

312,349,803 100.0

4.6

92.7

1.4

1.3

95.4

0.0

110,878,753

7,159,570

5,447,650

535,349

398,028

40,788

1,119,151

216,119

3,294,281

9,126,964

545,324

757,167

526,914

14,250,652

103,719,183

4,912,301

357,240

903,032

179,611,104

289,502,861

4,165,710

167,615

4,333,326

2,801,310

849,220

134,747

125,214

206,063

4,116,555

297,952,743

27,848

118,559

146,407
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当　期
（平成17年 8 月31日現在）

金　額（千円） 構成比（％）科　目

期　別 前　期（ご参考）
（平成17年 2 月28日現在）

金　額（千円） 構成比（％）

負債の部

ø流動負債

営業未払金

短期借入金

未払金

未払費用

未払法人税等

前受金

預り金

その他の流動負債

流動負債合計

¿固定負債

投資法人債

長期借入金

信託預り敷金保証金

デリバティブ債務

固定負債合計

負債合計

出資の部

ø出資総額

出資総額

¿剰余金

当期未処分利益

剰余金合計

負債・出資合計

出資合計

628,893

21,260,000

162,372

477,153

1,024

881,864

616,204

20,062

24,047,575

35,000,000

14,170,000

51,802,432

113,492

101,085,925

125,133,501

116,188,696

3,384,601

3,384,601

9.8

41.3

51.1

47.5

1.4

765,881

25,860,000

66,235

605,800

927

1,007,978

737,214

109,401

29,153,438

35,000,000

14,170,000

67,056,445

125,214

116,351,659

145,505,097

162,448,096

4,396,610

4,396,610

9.3

37.3

46.6

52.0

1.4

244,706,798 100.0

119,573,297 48.9

312,349,803 100.0

166,844,706 53.4
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¬. 損 益 計 算 書

損 益 計 算 書

経常損益の部

ø営業損益の部

1．営業収益

賃貸事業収入

2．営業費用

賃貸事業費用

その他業務費用

匿名組合分配損

資産運用報酬

役員報酬

資産保管委託報酬

一般事務委託報酬

その他費用

営業利益

¿営業外損益の部

1．営業外収益

受取利息

その他営業外収益

2．営業外費用

支払利息

投資法人債利息

投資法人債発行費償却

融資関連費用

新投資口発行費

創業費償却

その他営業外費用

経常利益

税引前当期純利益

法人税その他の税の額

法人税等調整額

当期純利益

前期繰越利益

当期未処分利益

科　目

期　別 当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

金　額（千円） 百分比（％）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

金　額（千円） 百分比（％）

100.0

59.8

40.2

0.1

4.7

35.6

35.6

0.0

35.6

9,513,644

4,808,402

－

680,067

1,800

37,868

83,429

74,936

40

9,434

183,614

22,390

29,639

46,603

130,220

13,924

24,696

9,513,644

5,686,503

3,827,140

9,475

451,088

3,385,527

3,385,527

1,024

△21

3,384,523

78

100.0

59.3

40.7

0.0

4.7

36.0

36.0

0.0

36.0

12,225,558

6,080,183

2,284

910,704

3,347

44,988

105,010

105,933

63

3,178

155,830

205,721

29,639

33,116

114,829

13,924

25,865

12,225,558

7,252,452

4,973,105

3,242

578,927

4,397,420

4,397,420

927

△16

4,396,509

100

3,384,6014,396,610
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期　別

重要な会計方針

項　目

1．資産の評価基準及び評価方法

2．固定資産の減価償却の方法

4 ．収益及び費用の計上基準

3．繰延資産の処理方法

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

A有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとお
りであります。
信託建物 2～39年
信託構築物 2～60年
信託機械及び装置 3～17年
信託工具器具備品 2～39年

B信託その他無形固定資産
定額法を採用しております。

C長期前払費用
定額法を採用しております。

A有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主たる有形固定資産の耐用年数は以下のとお
りであります。
信託建物 2～39年
信託構築物 2～60年
信託機械及び装置 3～17年
信託工具器具備品 2～39年

B信託その他無形固定資産
定額法を採用しております。

C長期前払費用
定額法を採用しております。

有価証券
その他有価証券
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
なお、匿名組合契約出資(証券取引法第2条第2
項により有価証券とみなされるもの)について
は、匿名組合の損益の純額に対する持分相当額
を取込む方法を採用しております。

A創業費
5 年間で均等額を償却しております。

B投資法人債発行費
3 年間で均等額を償却しております。

A創業費
同　　左

B投資法人債発行費
同　　左

固定資産税等の処理方法
保有する不動産にかかる固定資産税、都市計画税

及び償却資産税等については、賦課決定された税額
のうち当該決算期間に対応する額を賃貸事業費用と
して費用処理する方法を採用しております。
なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受

益権の取得に伴い、当投資法人が負担すべき初年度
の固定資産税相当額については、費用に計上せず当
該不動産の取得原価に算入しております。当期にお
いて不動産等の取得原価に算入した固定資産税相当
額は539,901千円であります。

固定資産税等の処理方法
同　　左

なお、不動産又は不動産を信託財産とする信託受
益権の取得に伴い、当投資法人が負担すべき初年度
の固定資産税相当額については、費用に計上せず当
該不動産の取得原価に算入しております。当期にお
いて不動産等の取得原価に算入した固定資産税相当
額は20,149千円であります。

5 ．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる
もの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

同　　左

6 ．ヘッジ会計の方法 A繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理によっております。

Bヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
金利スワップ取引
ヘッジ対象
借入金金利

Cヘッジ方針
当投資法人はリスク管理基本方針にもとづき投資法
人規約に規定するリスクをヘッジする目的でデリバ
ティブ取引を行っております。

Dヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段とヘッジ対象の時価変動の相関関係を求
めることにより有効性の評価を行っております。

A繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
同　　左

Bヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段
同　　左
ヘッジ対象
同　　左

Cヘッジ方針
同　　左

Dヘッジの有効性評価の方法
同　　左
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重要な会計方針

7．その他財務諸表作成のための基本
となる重要な事項

A不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計
処理方法
保有する不動産等を信託財産とする信託受益権に

つきましては、信託財産内の全ての資産及び負債勘
定並びに信託財産に生じた全ての収益及び費用勘定
について、貸借対照表及び損益計算書の該当勘定科
目に計上しております。
なお、該当勘定科目に計上した信託財産のうち重

要性がある下記の科目については、貸借対照表にお
いて区分掲記することとしております。
∏信託現金及び信託預金
π信託建物、信託構築物、信託工具器具備品、信託
機械及び装置、信託土地

∫信託借地権
ª信託その他無形固定資産
º信託差入敷金保証金
Ω信託預り敷金保証金

B新投資口発行費
支出時に全額費用として処理しております。
なお、平成17年3月8日付一般募集による新投資口

の発行は、引受証券会社が発行価額で引受を行い、
これを発行価額と異なる募集価額で一般投資家に販
売する買取引受契約（「スプレッド方式」という。）
によっております。
「スプレッド方式」では、募集価額と発行価額と

の差額は、引受証券会社の手取金であり、引受証券
会社に対する事実上の引受手数料となることから、
当投資法人から引受証券会社への引受手数料の支払
いはありません。平成17年3月8日付一般募集による
新投資口発行に際し、募集価額と発行価額との差額
の総額は、1,551,760千円であり、引受証券会社が
発行価額で引受を行い、同一の募集価額で一般投資
家に販売する買取引受契約（「従来方式」という。）
による新投資口発行であれば、新投資口発行費とし
て処理されていたものです。
このため、「スプレッド方式」では、「従来方式」

に比べ、新投資口発行費は、1,551,760千円少なく
計上され、また経常利益及び税引前当期純利益は同
額多く計上されております。

C固定資産の減損に係る会計基準
固定資産の減損にかかる会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設置に関する意見書」（企業
会計審議 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第6号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に
終了する会計年度に係る財務諸表から適用できるこ
とになったことに伴い、前会計年度から同会計基準
及び同適用指針を適用しております。

D消費税等の処理方法
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。
E匿名組合契約に関する会計処理

匿名組合契約出資は貸借対照表上、投資有価証券
で処理しております。
匿名組合の損益の取込みについては、投資有価証

券を相手勘定として損益の純額に対する持分相当額
をその他業務収益費用として処理しております。

A不動産等を信託財産とする信託受益権に関する会計
処理方法
同　　左

B新投資口発行費
支出時に全額費用として処理しております。

C固定資産の減損に係る会計基準
固定資産の減損にかかる会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設置に関する意見書」（企業
会計審議 平成14年8月9日））及び「固定資産の減損
に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第6号 平成15年10月31日）が平成16年3月31日に
終了する会計年度に係る財務諸表から適用できるこ
とになったことに伴い、当会計年度から同会計基準
及び同適用指針を適用しております。
但し、減損の兆候の有無を検証し、兆候のあるも

のについてはその回収可能性を検討した結果、減損
損失を計上すべき資産はありませんでした。

D消費税等の処理方法
同　　左

E匿名組合契約に関する会計処理

期　別

項　目

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）
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注記事項
（貸借対照表関係）

当　期
（平成17年 8 月31日現在）

前　期（ご参考）
（平成17年 2 月28日現在）

1．担保に供している資産及び担保を付している債務
担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：千円）
信託建物 47,464,298
信託構築物 2,489,817
信託機械及び装置 86,492
信託工具器具備品 169,859
信託土地 73,082,112
合　計 123,292,581

担保を付している債務は次のとおりです。
（単位：千円）

信託預り敷金保証金 51,829,024
合　計 51,829,024

なお、株式会社アイテックスの従業員に対する退職金支払債務を
担保するため、土地の一部に根抵当権（極度額350,000千円）が設
定されておりますが、これらは上記の担保に供している資産に含ま
れております。

2．バックアップファシリティ契約、コミットメント･ライン契約及び
クレジットファシリティ契約
当投資法人は、取引銀行の6行とバックアップファシリティ契約、

コミットメント･ライン設定契約及びクレジット･ファシリティ契約
を締結しております。ただし当該事業年度末における、これら契約
に基づく当期末借入残高は次のとおりです。
バックアップファシリティ、コミットメント･ライン
及びクレジット･ファシリティ契約の総額 83,800,000千円

借入実行残高 25,860,000千円
差引額 57,940,000千円

3．発行済投資口数 279,052口

4．投資口1口当たりの純資産額 596,935円

5．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第6項に定める最低純資
産額 50,000千円

1．担保に供している資産及び担保を付している債務
担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：千円）
信託建物 32,709,512
信託構築物 1,768,662
信託機械及び装置 98,691
信託工具器具備品 158,584
信託土地 46,361,628
合　計 81,097,079

担保を付している債務は次のとおりです。
（単位：千円）

信託預り敷金保証金 41,063,742
合　計 41,063,742

2．バックアップファシリティ契約、コミットメント･ライン契約及び
クレジットファシリティ契約
当投資法人は、取引銀行の6行とバックアップファシリティ契約、

コミットメント･ライン設定契約及びクレジット･ファシリティ契約
を締結しております。ただし当該事業年度末における、これら契約
に基づく当期末借入残高は次のとおりです。
バックアップファシリティ、コミットメント･ライン
及びクレジット･ファシリティ契約の総額 83,800,000千円

借入実行残高 21,260,000千円
差引額 62,540,000千円

3．発行済投資口数 219,502口

4．投資口1口当たりの純資産額 544,748円

5．投資信託及び投資法人に関する法律第67条第6項に定める最低純資
産額 50,000千円
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（損益計算書関係）

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃料及び駐車場使用料収入 8,649,934

受取水道光熱費 506,678

その他賃料収入 357,031

不動産賃貸事業収益合計 9,513,644

B. 不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

プロパティ・マネジメント報酬 353,886

建物管理委託費 472,540

水道光熱費 642,093

公租公課 609,434

修繕費 43,742

保険料 37,175

信託報酬 73,029

支払賃料 420,362

その他賃貸事業費用 442,842

減価償却費 1,682,423

固定資産除却損 30,872

不動産賃貸事業費用合計 4,808,402

C. 不動産賃貸事業損益（AーB） 4,705,242

不動産賃貸事業損益の内訳

（単位：千円）

A. 不動産賃貸事業収益

賃貸事業収入

賃料及び駐車場使用料収入 11,067,892

受取水道光熱費 543,380

その他賃料収入 614,284

不動産賃貸事業収益合計 12,225,558

B. 不動産賃貸事業費用

賃貸事業費用

プロパティ・マネジメント報酬 463,265

建物管理委託費 476,649

水道光熱費 705,141

公租公課 910,036

修繕費 121,130

保険料 48,088

信託報酬 91,405

支払賃料 571,111

その他賃貸事業費用 360,217

減価償却費 2,305,922

固定資産除却損 27,213

不動産賃貸事業費用合計 6,080,183

C. 不動産賃貸事業損益（AーB） 6,145,375
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（リース取引関係）

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

（2）未経過リース料期末残高相当額
１年内 12,260千円
１年超 8,663千円
合　計 20,923千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 8,453千円
減価償却費相当額 8,453千円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

信託工具器具備品

取得価額相当額 減価償却
累計額相当額 期末残高相当額

（単位：千円）

合　計

92,467

92,467

71,544 20,923

71,544 20,923

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引
（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の
期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算
定しております。

（2）未経過リース料期末残高相当額
１年内 7,854千円
１年超 6,204千円
合　計 14,058千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が
有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子
込み法により算定しております。

（3）支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 6,864千円
減価償却費相当額 6,864千円

（4）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。

信託工具器具備品

取得価額相当額 減価償却
累計額相当額 期末残高相当額

（単位：千円）

合　計

56,312

56,312

42,253 14,058

42,253 14,058

（税効果会計関係）

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 21
繰延税金資産合計 21
（繰延税金資産の純額） 21

2．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異がある
ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 39.39
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.36
その他 0.00
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.03

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
（単位：千円）

（繰延税金資産）
未払事業税損金不算入額 16
繰延税金資産合計 16
（繰延税金資産の純額） 16

2．法定実効税率と税効果会計適用後の負担率との間に重要な差異がある
ときの、当該差異の原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
法定実効税率 39.39
（調整）
支払分配金の損金算入額 △39.38
その他 0.01
税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.02
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（重要な後発事象）

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

1．新投資口の発行

平成17年2月15日及び平成17年2月28日開催の役員会において、

以下のとおり新投資口の発行を決議し、公募による新投資口につい

ては平成17年3月8日、第三者割当による新投資口については平成17

年3月29日に、それぞれ、払込が完了いたしました。発行条件は以

下のとおりとなっております。また、これらの新投資口の発行によ

り、平成17年3月30日付の出資総額は162,448,096,160円、発行済投

資口数の総額は279,502口となっております。

【公募による新投資証券の発行】

＜日本国内及び欧州を中心とする海外市場（ただし、米国においては米

国証券法ルール144Aに定める適格機関投資家への私募のみとする）にお

ける募集＞

発 行 新 投 資 口 数：56,000口（国内32,200口、海外23,800口）

発行価格（募集価格）：1口当たり798,700円

発 行 価 格 の 総 額：44,727,200,000円

発行価額（引受価額）：1口当たり770,990円

発 行 価 額 の 総 額：43,175,440,000円

払 　 込 　 期 　 日：平成17年3月8日

投 資 証 券 交 付 日：平成17年3月8日

分 配 金 起 算 日：平成17年3月1日

【第三者割当による新投資証券発行】

＜グリーンシューオプション行使に伴う第三者割当＞

発 行 新 投 資 口 数：4,000口

発 　 行 　 価 　 額：1口当たり770,990円

発 行 価 額 の 総 額：3,083,960,000円

割　　　当　　　先：日興シティグループ証券株式会社

払 　 込 　 期 　 日：平成17年3月29日

投 資 証 券 交 付 日：平成17年3月29日

分 配 金 起 算 日：平成17年3月1日

1．新投資口の発行

平成17年9月5日及び平成17年9月6日開催の役員会において、以下

のとおり新投資口の発行を決議し、平成17年9月14日に払込が完了

いたしました。発行条件は以下のとおりとなっております。また、

これらの新投資口の発行により、平成17年9月14日付の出資総額は

181,557,646,160円、発行済投資口の総数は302,502口となっており

ます。

【公募による新投資証券の発行】

＜日本国内及び欧州を中心とする海外市場（ただし、米国においては米

国証券法ルール144Aに定める適格機関投資家への私募のみとする）にお

ける募集＞

発 行 新 投 資 口 数：23,000口（国内11,600口、海外11,400口）

発行価格（募集価格）：1口当たり861,300円

発 行 価 格 の 総 額：19,809,900,000円

発行価額（引受価額）：1口当たり830,850円

発 行 価 額 の 総 額：19,109,550,000円

払 　 込 　 期 　 日：平成17年9月14日

投 資 証 券 交 付 日：平成17年9月14日

分 配 金 起 算 日：平成17年9月1日
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√. 金銭の分配に係る計算書

期　別

項　目

ø当期未処分利益

¿分配金の額

（投資口１口当たり分配金の額）

¡次期繰越利益

分配金の額の算出方法

3,384,601,800

3,384,501,338

（15,419）

100,462

当投資法人の規約第26条第1項第2号に定める「利

益の全部を金銭により投資主に分配する」旨を基本

方針とし、規約第26条第2項に定める利益を超えた金

銭の分配を行う場合、個人投資主が利益を超える分

配額に対してその都度譲渡損益の算定を行うことが

必要であることを踏まえ、投資口１口当たりの分配

金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益

の全額である3,384,501,338円を利益分配金として分

配しております。

4,396,610,101

4,396,566,460

（15,730）

43,641

当投資法人の規約第26条第1項第2号に定める「利

益の全部を金銭により投資主に分配する」旨を基本

方針とし、規約第26条第2項に定める利益を超えた金

銭の分配を行う場合、個人投資主が利益を超える分

配額に対してその都度譲渡損益の算定を行うことが

必要であることを踏まえ、投資口１口当たりの分配

金が１円未満となる端数部分を除く当期未処分利益

の全額である4,396,566,460円を利益分配金として分

配しております。

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期（ご参考）
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

金 銭 の 分 配 に 係 る 計 算 書
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ƒ. 会計監査人の監査報告書

会 計 監 査 人 の 監 査 報 告 書
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ø営業活動によるキャッシュ・フロー
税引前当期純利益
減価償却費
創業費償却額
投資法人債発行費償却額
固定資産除却損
その他業務費用
受取利息
支払利息
営業未収入金の増加・減少額
未収消費税等の増加・減少額
長期前払費用増加・減少額
営業未払金の増加・減少額
未払金の増加・減少額
未払費用の増加・減少額
前受金の増加・減少額
預り金の増加・減少額　
その他
小　　計
利息の受取額
利息の支払額
法人税等の支払額
営業活動によるキャッシュ・フロー

¿投資活動によるキャッシュ・フロー
信託有形固定資産の取得による支出
信託預り敷金保証金の支出
信託預り敷金保証金の収入
信託無形固定資産の取得による支出
信託差入敷金保証金の収入
投資有価証券の取得による支出
その他の投資その他の資産の減少による収入
その他の投資その他の資産の取得による支出
投資活動によるキャッシュ・フロー

¡財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の借入による収入
短期借入金の返済による支出
長期借入金の返済による支出
投資法人債の発行による収入
投資口の発行による収入
分配金の支払額
財務活動によるキャッシュ・フロー

¬現金及び現金同等物の増加・減少額
√現金及び現金同等物の期首残高
ƒ現金及び現金同等物の期末残高

3,385,527
1,682,448
13,924
29,639
30,872

－
△40

206,004
△53,897
△241,126
△94,278
228,210
28,679
46,152
233,579
△129,632
△106,038
5,260,024

40
△190,869
△605

5,068,591

△44,001,169
△741,205
2,582,797
△42,756
7,500
－
－

△ 17,386
△42,212,221

74,500,000
△58,000,000
△10,000,000
34,822,161

－
△3,174,459
38,147,701
1,004,071
8,358,863
9,362,934

4,397,420
2,305,947
13,924
29,639
27,213
2,284
△63

361,551
△68,525
△313,151
12,825
136,987
△99,193
91,781
126,113
121,010
△111,529
7,034,238

63
△324,686
△1,024
6,708,590

△65,069,971
△849,630
16,103,643
△488,619

8,597
△851,505
19,252

－
△51,128,233

30,100,000
△25,500,000

－
－

46,259,400
△3,381,445
47,477,954
3,058,311
9,362,934
12,421,246

40

キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 （ 参 考 情 報 ）

科　目

期　別 当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）
金　額（千円）

前　期
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）
金　額（千円）

（注）キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成しておりますが、参考情報として添付しております。この
キャッシュ・フロー計算書は、「投資信託及び投資法人に関する法律」第129条第 4 項の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会計監査人の監査は受けておりません。
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≈. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

期　別

項　目

キャッシュ・フロー計算書における資金
（現金及び現金同等物）の範囲

同　　左キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金
同等物）は、手許現金及び信託現金、随時引き出し可能
な預金及び信託預金並びに容易に換金可能であり、かつ、
価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日か
ら 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなって
おります。

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

〔 重 要 な 会 計 方 針 〕 （ 参 考 情 報 ）

当　期
自平成17年 3 月 1 日（至平成17年 8 月31日）

前　期
自平成16年 9 月 1 日（至平成17年 2 月28日）

1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

（平成17年2月28日現在）

現金及び預金 3,474,364

信託現金及び信託預金 5,888,570

現金及び現金同等物 9,362,934

1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係

（平成17年8月31日現在）

現金及び預金 3,294,281

信託現金及び信託預金 9,126,964

現金及び現金同等物 12,421,246

〔 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書 に 関 す る 注 記 〕（ 参 考 情 報 ）

（単位：千円）
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当投資法人では、平成14年3月の上場以降、国内の機関投資家へのIR個別訪問やカンファレンスコール等を通じた国外の機関投資家に対し
てのミーティングを積極的に行っており第6期決算発表後には、国内40社、海外33社の投資家を訪問いたしました。
今後も、機関投資家のみならず幅広い方々を対象とし各種セミナー参加等、引き続き投資家層の拡大を目指した精力的なIR活動を行う予定
です。

平成14年 3月 12日 東京証券取引所不動産投資信託証券
市場への上場

平成14年 10月 24日 第1期決算短信公表
平成14年 10月 25日 第1期決算説明会
平成15年 4月 23日 第2期決算短信公表
平成15年 4月 24日 第2期決算説明会
平成15年 10月 23日 第3期決算短信公表
平成15年 10月 24日 第3期決算説明会

平成16年 4月 15日 第4期決算短信公表
平成16年 4月 16日 第4期決算説明会
平成16年 10月 14日 第5期決算短信公表
平成16年 10月 15日 第5期決算説明会
平成17年 4月 14日 第6期決算短信公表
平成17年 4月 15日 第6期決算説明会
平成17年 10月 17日 第7期決算短信公表
平成17年 10月 18日 第7期決算説明会

IRカレンダー

決 算 期 日

投資主総会

同議決権行使
投資主確定日

分配金支払
確定基準日

上場証券取引所

公告掲載新聞

毎年2月末日、8月末日

2年に1回以上開催

あらかじめ公告して定めた日

毎年2月末日、8月末日
（分配金は支払確定基準日より3ヶ月以内に
お支払致します。）

東京証券取引所（銘柄コード：8953）

日本経済新聞

名 義 書 換
事務受託者

同事務取扱場所

同 連 絡 先
（郵便物送付・電話照会）

同 取 次 所

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社

東京都千代田区丸の内一丁目4番5号
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

〒171-8508 東京都豊島区西池袋一丁目7番7号
三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部
電話 0120-707-696（フリーダイヤル）

三菱UFJ信託銀行株式会社国内各支店

投資主メモ

投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン

住所等の変更手続きについて

分配金について

住所、氏名、届出印などの変更は、保管振替制度を利用され、お手元に投資証券がない方はお取引証券会社にお申し出下さい。お手元に投資証券を
お持ちの方は、三菱UFJ信託銀行証券代行部へご連絡下さい。

「分配金」は「郵便振替支払通知書」をお近くの郵便局にお持ち頂くことでお受取り頂けます。受取期間を過ぎた場合は、「郵便振替支払通知書」裏面に
受取方法を指定し、三菱UFJ信託銀行証券代行部へご郵送頂くか、同銀行の本支店窓口にてお受取り下さい。
また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などの手続きをご希望の方は三菱UFJ信託銀行証券代行部へご連絡下さい。

I R 活 動の沿革

∆. 投 資 主 イ ン フ ォ メ ー シ ョ ン



Japan Retail Fund Investment Corporation

新 住 所：〒100-6420 東京都千代田区丸の内2-7-3 東京ビルディング20階

電話番号： 03-5293-7080（代表）

ファックス：03-5293-7097

http://www.jrf-reit.com/

事務所移転のご案内

日本リテールファンド投資法人は、平成17年11月28日（月）より、新事務所にて営業を開始することになりました。

今後とも引き続きご愛顧賜りますようよろしくお願い申し上げます。

ホームページリニューアルのご案内

当投資法人のホームページが全面リニューアルとなりました。

当サイトでは日本語・英語による投資方針など基本的な仕組みの他に

●最新のニュースリリース、決算情報等の各種法定ディスクロージャー資料、

分配金に関する情報
●投資物件のポートフォリオ内容、物件概要（写真・地図など）
●決算発表に関するスケジュール、アナリスト説明会の動画配信及び資料の掲示

などのコンテンツをご提供させて頂いており、今後もさらに充実を図ってまいります。


